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公共サービス改革基本方針の見直し

✓ 「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成１８年成立）に基づき、公共サービス
の実施について、透明かつ公正な競争の下で、民間事業者の創意工夫を反映することにより、良質
かつ低廉な公共サービスの実現を目指すもの。

✓ 毎年度見直しを行う「公共サービス改革基本方針」（閣議決定）において、公共サービス改革を推進
するために取り組むべき共通的事項（本文）と法の対象となる個別事業（別表）を定めている。

✓ 法の対象となった事業の所管府省等は、官民競争入札等監理委員会の関与の下で作成した入札
の実施要項に基づき事業者を選定し、事業を実施する。対象事業の実施期間終了にあわせて、総
務省において事業の評価案を作成し、官民競争入札等監理委員会で審議を行う。

○別表
新規対象事業の追加
公物管理業務３事業、施設管理・運営業務及び情報システム関連業務各１事業など、計８事業を追加

既存事業の取扱い
事業評価の結果を踏まえ、引き続き法の対象となる事業の入札予定、契約期間を記載

公共サービス改革とは

【令和７年度 変更のポイント】
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●公物管理業務

合計 ８事業 ５．６億円

府省名 実施機関名 対象事業名 事業規模（億円）

厚生労働省
国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

実験動物飼育管理業務 ０．７

国土交通省 国土交通省 室蘭開発建設部管内 自家用電気工作物保守点検 ０．６

国土交通省 国土交通省 帯広開発建設部管内 自家用電気工作物保守点検 ０．９

●情報システム関連業務

府省名 実施機関名 対象事業名 事業規模（億円）

国土交通省 国土交通省 北海道開発局インターネット回線接続 ０．９

●施設管理・運営業務

府省名 実施機関名 対象事業名 事業規模（億円）

国土交通省 国土交通省 高知空港警備業務請負 ０．５

令和７年度基本方針の見直しで追加する対象事業

※事業規模はいずれも単年度

●その他の業務

府省名 実施機関名 対象事業名 事業規模（億円）

外務省 （独）国際協力機構 マネージドプリントサービス（MPS）提供業務 ０．８

厚生労働省 （独）労働者健康安全機構
「職場のあんぜんサイト」の運用による職場の安全衛生情報の
周知・意識啓発業務

０．６

国土交通省 国土交通省 東京国際空港IDカード発行業務請負 ０．６

２（総事業費：１２．９億円）



（参考）市場化テストの実施プロセス等

○ 現在の対象事業数：95事業（累計：445事業）

○ 令和６年度までの経費削減額 （比較可能な308事業）：約234億円（約24.1％削減）
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「官民競争入札等監理委員会」（法に基づき設置された第三者機関）がプロセスの透明性・中立性・公正性を確保
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